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コード 年月日 改訂等の内容

－０ 1998.4.1 制定

－１ 2000.4.1 「検査等関係規程類管理規程」への整合（項目 3～ 8の柱書の追加）

－２ 2001.3.28 通達の変更に基づく呼称変更（立局→原院）

－３ 2002.2.15 ①項目３において統一的な番号付与の削除

②項目８において議決を審査委員に限定

③項目９（公開）を追加

－４ 2016.12.20 ①通達の変更に基づく呼称変更（平成 13･03･09 原院第 5 号→

20130409商局第 4号）及び用語の変更

②「国際相互承認に係る容器保安規則の機能性基準の運用について

（20160613 商局第 4 号）」へ対応するための国際相互承認に係る容

器保安規則関係規定の追加

③「協会技術委員会」を「協会規格委員会」に変更

－５ 2018.4.1 通達の変更に基づく呼称変更（20130409 商局第 4 号→ 20180323 保

局第 10号）

－６ 2020.2.5 通達の変更に基づく呼称変更（20180323 保局第 10 号→ 20190606 保

局第 7号 等）

－７ 2022.4.1 協会組織の変更に伴い組織名称を変更

（機器検査事業部→機器検査事業部門）
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１ 目的

この規程は、「容器保安規則の機能性基準の運用について（20190606 保局第 7 号）」

及び「国際相互承認に係る容器保安規則の機能性基準の運用について（20190606 保局第 8

号）」（以下「通達」という。）に基づき、高圧ガス容器規格検討委員会（以下「委員

会」という。）による一般詳細基準審査及び詳細基準の審査を適切かつ円滑に実施するこ

とを目的とする。

２ 定義

この規程において使用する用語は、通達において使用する用語の例による。

３ 審査

委員会における審査は、次に定めるところによる。

（１）委員会は、機能性基準に係る一般詳細基準又は詳細基準（以下「一般詳細基準等」

という。）として高圧ガス保安協会（以下「協会」という。）に申請されたもの又は

協会規格委員会において作成・承認されたものについて審査を行う。

（２）審査は、一般詳細基準が容器保安規則に規定された機能性基準に、詳細基準が国際

相互承認に係る容器保安規則に規定された機能性基準に適合しているかどうかについ

て行うものとする。

（３）委員会は、一般詳細基準等の審査の結果を会長に報告するものとする。

（４）委員会は、過去に審査を行い例示基準となっている一般詳細基準等及び公開されて

いる一般詳細基準審査結果通知書に係る一般詳細基準の見直しを当該一般詳細基準等

の作成者に要請することができる。

４ 構成

委員会の構成は、次に定めるところによる。

（１）委員会は、10 人以上 15 人以下の審査委員をもって構成する。この場合、審査委員

には、学識経験者並びに容器等の製造者及び使用者を含むものとする。

（２）委員会は、特別な事項を検討するために必要があるときは、専門委員を置くことが

できる。

５ 審査委員
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審査委員は、次に定めるところによる。

（１）審査委員は、高圧ガスの保安に関する技術的な事項に関し知識、経験を有する者の

うちから会長が委嘱する。

（２）審査委員の任期は、2 年とする。ただし、後任の審査委員の任期は、前任者の残任

期間とする。

（３）審査委員は、再任されることができる。

６ 委員長等

委員会は、次に定めるところにより委員長等を置く。

（１）委員会に委員長及び副委員長を置く。

（２）委員長及び副委員長は、審査委員のうちから互選する。

（３）委員長は、議長を行うとともに、会務を総理し、委員会を代表する。

（４）副委員長は、委員長を補佐するとともに、委員長に事故等があるときは、その職務

を代行する。

７ 専門委員

専門委員は、次に定めるところによる。

（１）専門委員は、委員長の推薦を受け、高圧ガスの保安に関する技術的な事項に関し知

識、経験を有する者のうちから会長が委嘱する。

（２）５(2)及び(3)は、専門委員に準用する。この場合、「審査委員」とあるのは「専門

委員」と読み替えるものとする。

８ 会議

会議の方法は、次に定めるところによる。

（１）委員会は、審査委員の過半数の出席により成立する。

（２）委員会において決議を要する場合は、出席した審査委員の過半数をもって決し、可

否同数のときは議長の決するところによる。

（３）委員会は、一般詳細基準等の申請者若しくは代理者又は一般詳細基準等の作成に関

与した協会規格委員会の委員若しくは事務局に、委員会において当該申請又は作成に

係る一般詳細基準等について説明することを求めることができる。

（４）委員会は、必要に応じ書面により審議することができる。

９ 委員会の公開

会議、配布資料及び議事概要については、原則として公開する。ただし、公開で行うこ

とが適当でない場合は、非公開とすることができる。非公開とする場合の判断は、委員長

に一任するものとする。
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１０ 庶務

委員会の庶務は、協会機器検査事業部門が行う。

１１ 雑則

前各項に定めるものの他、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。

附則 この規程は、平成 10年４月１日から実施する。

附則 この改正は、平成 12年 4月 1日から適用する。

附則 この改正は、平成 13年 3月 28日から適用する。

附則 この改正は、平成 14年 2月 15日から適用する。

附則 この改正は、平成 28年 12月 20日から適用する。

附則 この改正は、平成 30年 4月 1日に遡って適用する。

附則 この改正は、令和 2年 2月 5日から適用する。

附則 この改正は、令和 4年 4月 1日から適用する。




